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区 間

計画延長･幅員
車 線 数
計 画 交 通 量
事 業 化
事 業 費

：自）東京都葛飾区新宿２丁目

至）東京都葛飾区金町６丁目
：2.1km・30.0～38.25ｍ
：4～6車線
：40,900～69,500台/日
：昭和45年度
：約337億円

とうきょうとかつしかくにいじゅく

とうきょうとかつしかくかなまち

1

・交通渋滞の緩和による主要幹線道路としての機能
回復

・沿道周辺の都市機能の改善
・大規模地震時の緊急輸送道路の確保

6

6
至
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千
住
駅

至

松
戸
駅

至

柏

至 日本橋

計画交通量(台/日)

（１)－１ 事業の目的と計画の概要

・当該区間は、JR常磐線金町駅と京成金町線京成金町駅の南側に位置し、都市部の既成市街地を
通過している。

・沿線は商業地や住宅地であるとともに、学校、消防署、警察署等の公共施設が立地している。

【現況】（幅員２５ｍ区間）

【立体部】（幅員３５ｍ区間）

【拡幅部】（幅員３０ｍ区間）【新宿地区】

１．事業の概要

目 的

計画概要

標準横断図

平面図

国道６号 新宿拡幅 延長2.1km

新宿地区

延長0.9km

金町地区

延長1.2km

立体部 拡幅部 Ｈ７年度供用済

再 評 価 対 象 区 間

69,500台/日

40,900台/日

位置図 新宿拡幅



・国道6号の新宿拡幅区間は、中川と江戸川に挟まれ、河川を渡る交通が集中。また、周辺では大
規模開発が進んでいる。

・交差点や踏切が近接し、５時～２０時頃に渡り新宿地区がボトルネックとなり交通渋滞が発生。

・新宿拡幅の整備により、交通の円滑化が図られ、渋滞の緩和が見込まれる。

撮影：平成29年5月23日

写真①：金町１丁目交差点
（上り線の状況）

金町地区 延長1.2km新宿地区 延長0.9km

（１）－２ 事業の必要性（国道６号の渋滞状況）

再評価対象区間

国道６号 新宿拡幅 延長２．１km
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下
り

１．事業の概要

国道６号の渋滞状況

旅
行
速
度
（

／
ｈ
）

km

上
り

0～20km/h

20～30km/h

30～40km/h

40～50km/h

50km/h以上

資料：ETC2.0プローブデータ
（2016.1～12全日）
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中川大橋
中
川

大
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東 葛飾区

信号交差点

主要渋滞箇所

至

柏

至 日本橋 写真②：金町１丁目交差点
（下り線の状況）

撮影：平成29年5月23日
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新宿六丁目地区
地区計画
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金町六丁目駅前地区
第一種市街地再開発事業

開発事業

①

②
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北

方向
道路啓開
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南
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東名高速、第三京浜
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国道246号

西
中央道
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国道20号

北西
関越道、首都高5号線
国道17号、国道254号
目白通り

北
東北道
首都高川口線
国道4号、国道122号

北東

常磐道、首都高6号線
国道6号
京葉道路、首都高7号線
国道14号

東
首都高湾岸線
東関東道
国道357号

南東 東京湾アクアライン

（１）－３ 事業の必要性（大規模地震時の緊急輸送道路の確保）

・新宿拡幅を含む国道６号は、特定緊急輸送道路に指定されており、交通確保指定路線に位置づけられている。

・震災等が発生した際は、特定緊急輸送道路として、消火活動、救命活動を行うスペースと緊急輸送を円滑に行う
ための幅員を確保。

・また、首都直下地震発生の際、都心に向けた八方向毎に優先啓開ルートを設定し、一斉に道路啓開を進行する
八方向作戦における北東方向の道路啓開候補路線に選定。

首都直下地震による東京の被害想定に
おいて、最も被害が大きいと想定される
「東京湾北部地震Ｍ7.3」では「震度6強」
と想定されている。

新宿拡幅

図 東京都の特定緊急輸送道路
{出典：東京都 耐震ポータルサイト}

写真 震災により通行できない道路（神戸市中央区）
{出典：神戸災害と戦災資料館（神戸市ＨＰ）} 3

１．事業の概要

東京都の特定緊急輸送道路 八方向作戦の道路啓開候補路線
表 八方向別の

道路啓開候補路線

凡例
・道路啓開候補路線

国道
高速道路（ＮＥＸＣＯ）
首都高速
都道

西方向
北西方向
北方向

（直轄）
都心
南方向
南西方向

・備蓄場所

北東方向
東方向
南東方向

（ＮＥＸＣＯ）
東日本
中日本

新宿拡幅
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■新宿地区

昭和２１年３月２６日 都市計画決定（当初：戦災復興院告示第3号）

昭和４１年７月３０日 都市計画変更（ Ｗ＝３０～３５ｍ ）

昭和５８年度 事業化

平成１６年７月 設計用地説明会

平成１７年度 用地着手

平成２７年度 工事着手

■金町地区

昭和４５年度 事業化

昭和４８年度 用地着手

昭和５６年２月１０日 都市計画変更（Ｗ＝３０～３８．２５ｍ）

昭和６０年度 工事着手

平成５年６月２９日 立体部４車線供用

平成８年２月２４日 街路部供用

（１） 事業の経緯

２．事業の進捗状況

新宿拡幅の状況
（柏方面から日本橋方面）

国道６号 新宿拡幅 延長2.1km

新宿地区
延長0.9km

金町地区
延長1.2km

至

北
千
住
駅

至

松
戸
駅

至

柏

至 日本橋

再評価対象区間
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6

立体部 拡幅部 Ｈ７年度供用済

至 柏

40,900台/日
40,268台/日

凡 例
上段：計画交通量（H42）
下段：H27センサス交通量

（平日24時間）

69,500台/日
56,657台/日

縦断図



・新宿地区（0.9km）の用地取得率は約65%（平成29年3月末時点）

・権利者が多いマンション及び商業施設の用地取得に時間を要している。

・平成27年度より連続して用地取得できた箇所から工事を実施中。

・事業進捗を考慮し、事業期間を平成34年度から平成37年度に変更。

5

（２） 残工事の概要（新宿地区）

金町地区 延長1.2Km

至

北
千
住
駅

至

松
戸
駅

至

柏

新宿地区 延長0.9Km

国道６号 新宿拡幅 延長2.1Km

青戸8丁目交差点

至 日本橋

6

再評価対象区間

立体部 拡幅部 H7年度供用済

至 日本橋

２．事業の進捗状況

前回
評価時
H26

今回
評価時
H29

工事

用地

工事

用地

用地取得率
全体：83％
新宿地区：54％

用地取得率
全体：86％
新宿地区：65％

凡 例

工事中・
用地取得中

工事完了・
用地取得済

工事未着手・
用地未取得

中川大橋東交差点 撮影：H23.3

撮影：H29.6

写真 JR新金線付近
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１)計算条件

・基準年次 ：平成26年度

・開通開始年次 ：平成35年度

・分析対象期間 ：開通後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 ：平成42年度

・計画交通量 ：40,900～69,500（台／日）

・事業費 ：約337億円

・総便益(Ｂ) ：約1,049億円（約3,203億円※）

・総費用(Ｃ) ：約734億円（約350億円※）

・費用便益比 ：1.4

※基準年次における現在価値化前を示す。

■総便益（Ｂ）

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれについ
て推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上。

【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上。

３．事業の評価

※費用対効果分析に係わる項目は平成26年度評価時点
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２)事業全体

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

1,015億円 27億円 7.2億円 1,049億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

1.4
726億円 7.6億円 734億円

注１）便益・費用については、平成26年度を基準年とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階の改善を反映している。

３)残事業

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

392億円 5.2億円 5.2億円 403億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

4.6
84億円 3.4億円 87億円

基準年：平成26年度

３．事業の評価
注：費用対効果分析に係る項目は平成26年度評価時点



３．事業の評価
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　平成２９年度 事　業　名： 国道６号　新宿拡幅

　計画課 担当課長名： 萩野谷　幸男

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

費用対効果分析実施判定票

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

年　度：

担当課：

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更はない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

地元情勢等の変化が無い

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

B/Cの算定方法に変更が無い

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]

前回評価時の便益算定エリアにおける発生集中交通量2,228,062 T.E/日に対し、
2,228,062 T.E/日（第二段階）であり、需要量の減少が0％である。

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費に変更がない

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
前回評価時の事業期間53年（S45～H34）に対し、5.7％（3年）の延長であり、10%以内である。

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以
上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っ
ている。

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用1%以上



４．事業の見込み等

・新宿地区を進めるには、交差するJR新金線（貨物）の高架化が必要。

JR新金線（貨物）の高架化は時期が未定であり、先ずは現道拡幅（６車線）の整備を進める。

・事業進捗を考慮し、事業期間を平成34年度から平成37年度に変更。

・今後、鋭意用地取得を進めつつ、現道拡幅（６車拡幅）を先行整備。引き続き立体化に着手。

9

（１）事業進捗の見込みの視点

（２）事業の計画から完成までの流れ（国道６号新宿拡幅）
年 度 S21 ～ S41 ～ S45 S46 S47 S48 ～ S55 ～ S58 S59 S60 ～ H1 ～ H5 H6 H7 ～ H16 H17 H18 H19 ～ H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

金
町
地
区
（
1.

2
ｋ
ｍ
）

都市計画決定 決定 変更

供
用
開
始
年
次

事業化

測量・調査・設計
調査
設計

調査
設計

調査
設計

調査
設計

設計
調査
設計

調査
設計

調査
調査
設計

地質
調査
設計

設計 設計 設計

設計・用地説明

用地 着手 完了
追加
完了

工事 拡幅 立体 立体 立体 立体
街路
整備

街路
整備

新
宿
地
区
（
0.

9
ｋ
ｍ
）

都市計画決定 決定 変更

事業化

測量・調査・設
計

前回 調査 調査 調査
測量
調査
設計

設計
調査
設計

設計 設計 設計
測量
調査
設計

測量
設計

調査
設計

調査 設計 設計 設計 設計 設計 設計
立体
設計

今回 調査 調査 調査
測量
調査
設計

設計
調査
設計

設計 設計 設計
測量
調査
設計

測量
設計

調査
設計

調査 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計
立体
設計

設計・用地説明

用地
前回 11% 29% 39% 53% 54% 完了

今回 11% 29% 39% 53% 54% 63% 64% 65% 完了

工事（拡幅）
前回 拡幅 拡幅 拡幅 拡幅 完成

今回 改良 改良 拡幅 拡幅 拡幅 拡幅 拡幅 完成

工事（立体）
前回 立体 立体 立体 立体 完成

今回 立体 立体 立体 立体 完成

前回再評価 今回再評価
※供用開始年次は、費用便益比算定上設定した年次である。

前回再評価時の「供用開始年次」 変更後の「供用開始年次」

３年増加

３年増加

３年増加



（1）東京都からの意見

本事業は、渋滞緩和や防災性の向上に資する重要な事業である。
このため、必要な財源を確保し、早期完成に向け、事業を推進されたい。
また、事業実施にあたっては、コスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努める

こと。

10

５．関連自治体等の意見



・新宿地区を進めるには、交差するJR新金線（貨物）の高架化が必要。

JR新金線（貨物）の高架化は時期が未定であり、先ずは現道拡幅（６車線）の整備を進める。

・事業進捗を考慮し、事業期間を平成34年度から平成37年度に変更。

・今後、鋭意用地取得を進めつつ、現道拡幅（６車拡幅）を先行整備。引き続き立体化に着手。

（1）事業の必要性等に関する視点

（2）事業進捗の見込みの視点

・当該地区は河川を渡る交通が集中し、自動車交通量が多いこと、交差点が近接し踏切があること
から、慢性的な渋滞が発生。

・当該区間の整備により、交通の円滑化が図られ、渋滞の緩和が見込まれる。

・特定緊急輸送道路に指定されており、当該地区の整備により、緊急車両の通行、災害物資の輸
送等のための、ネットワーク強化が図られる。

・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は、1.4である。

・事業継続

・新宿拡幅は、交通渋滞の緩和、首都直下地震における道路啓開、大規模災害時の緊急輸送道
路の確保といった観点から、事業の必要性・重要性は高く、早期の効果発現を図ることが適切で
ある。

（3）対応方針（原案）
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６．今後の対応方針（原案）


